
別記 12 

 

別 12-1 

防油堤の安全度判定基準＊ 

 

第 1 鉄筋コンクリートの防油堤が各種荷重に対して安全であることを、次によ

り検討して判定するものとする。 

 1 防油堤の安全度を判定するに必要な想定は、次の(1)から(5)までによること。 

 (1) 防油堤は満液時、地震時及び照査荷重時のそれぞれの場合に転倒、滑動及

び支持力を検討するものとする。また安全率は、別記 11･5･(2)によること。 

 (2) 防油堤の断面形状は第 1 図に示す逆 T 字型を仮定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 図 

      GL:地盤面 

      W1：防油堤内の基礎に作用する液重量     [kN] 

      W2：    〃       土の重量    [kN] 

      W3：防油堤壁体部の重量           [kN] 

      W4： 〃 基礎部 〃            [kN] 

      W5：防油堤外の基礎に作用する土の重量    [kN] 

      O :転倒計算の支点 

      P1：液 圧                 [kN] 

      P2：常時主働土圧              [kN] 

      P3：常時前面受働土圧            [kN] 

なお、防油堤の寸法及び各種荷重の作用する位置 H 1 

～H 4 ､h、L、L 1～L 3、X 1～X 5は図中のとおりである。 
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 (3) 液圧 P 1は次式によること。 

    ･････①
2
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２
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     W０:液の単位体積重量で 9.8〔kN/㎥〕とするが液の比重量が 9.8 

〔kN/㎥〕以上の場合は当該液の比重量とすること。 

 (4) 常時主働土圧 P 2 は次式によること。 
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       K１:常時主働土圧係数 

       γ１:土の単位体積重量〔kN/㎥〕 

       φ:土の内部摩擦角 

       δ:防油堤と土の摩擦角 

     ただし、土圧作用点と基線 OX との距離 h は次式によること。 
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 (5) 常時前面受働土圧 P３は次式によること。 
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       K２:常時受働土圧係数 

    土圧作用点と基線 OX との距離 h は、H２/3 とする。 

 2 満液時の検討 

 (1) 転倒に対する安全度は次式による。 
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   ∑MR≧1.5∑M 

    ∑M:図-1 の O 点に関する転倒モーメント 

     ･････④cosδ･hPH
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H
PM ２２
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    ∑MR:抵抗モーメント 

     ･････⑤
3

H
cosδPsinδ･LPXWXWXWXWXWM ２

３２５５４４３３２２１１R          

 (2) 滑動に対する安全度は次式による。 

   R≧1.5∑H 

    R:水平抵抗力 

    cosδPVμR ３    

     ∑V:鉛直荷重の和 

     ･････⑥sinδPWWWWWV ２５４３２１         

     tanδμ  

    ∑H:水平荷重の和 

     cosδPPH ２１     

ただし、R<1.5∑H のときは、別記 11･5･(3)･オの例によりフーチングに突

起を設けることにより再検討する。 

 (3) 支持力に対する安全度 

地盤応力度γ A、γＢ〔kN/㎡〕と地盤支持力 qｄ〔kN/㎡〕を考慮するもの

とし、γＡ、γＢ、qｄを次の順にて算出する。(第 2 図参照) 

  ア d:点 O から合力 R0 の作用点までの距離で次式により算出する。 
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    R０:防油堤に作用する全外力の合力 
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第 2 図 
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(参考)  地盤応力図は次のようになる。 
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  ウ qd=α･c･Nc+β･γ１･B･Nr+γ２･Dｆ･Nｑで別記 11･4･(2)により算出する。 

  エ 前記イ、ウより支持力による安全度は次式による。 

    qd≧3γＡ  

 3 照査荷重時の検討 

  荷重の組合せで満液時と異なるのは、液圧 P１に代わって照査荷重 P１′〔kN〕

となることであり P１′は次式によること。 

  P１′=2H１  

 (1) 転倒に対する安全度 

   ∑MR ≧1.2∑M 

    
3
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３２５５４４３３２２１１R         
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 (2) 滑動に対する安全度 

   R≧1.2∑H 

    cosδPVμR ３    

    cosδP´PH ２１     

   ただし、R<1.2∑H のとき 2･(2)の例によること。 

 (3) 支持力に対する安全度 

   2･(3)と同様にして 

γ A 
γ B γ A 
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    よって安全度は次式により判定する。 

    qｄ≧1.5γＡ  

 4 地震時の検討 

  地震の影響は地震時慣性力、地震時土圧及び地震時動液圧を考慮するものと

する。 

 (1) 地震時慣性力 F は次式によること。 

   F=Kh(W２+W３+W４) 

    Kh:設計水平震度 別記 11･1･(4)･イにより算出する。 

 (2) 地震時土圧 

   地震時の主働土圧係数 K１′、受働土圧係数 K２′は次式による。 
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    Ktanθk -1  

     K:合震度 

      
vK1

Kh
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     KＶ:設計鉛直震度 

ゆえに地震時の主働土圧 P２′及び受働土圧 P３′は次式のようになる。 
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 (3) 地震時動液圧 P４は次式による。 

    
２

１０４ HKhW
12

7
P   

   全動液圧の合力作用点の地表面からの高さ hg は次式による。 

    １H
5

2
hg   

 (4) 転倒に対する安全度 

   ∑MR ≧1.2∑M 

    
3

H
cosδ･Psinδ･LPXWXWXWXWXWM ２

３２５５４４３３２２１１R          

                          ････････････⑨ 

    ∑M:転倒モーメントの和で地震時慣性力 F、液圧 P１、地震時動液圧 P４，

地震時土圧 P２′を考慮する。 
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 (5) 滑動に対する安全度 

   R≧1.2∑H 

    ´cosδPμΣVR ３   

     　　　･･････⑪´sinδPWWWWWΣV ２５４３２１        

      ４２１４３２ P´cosδPPWWWKhΣH        

R<1.2∑H のとき、2･(2)の例によること。 

 (6) 支持力に対する安全度 

   2･(3)と同様に 

    
⑪

⑩⑨

ΣV

ΣMΣM
d

R  
 

 
  

   以下 2･(3)と同様で安全度判定は次式による。 

     qd≧1.5γＡ  
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第 2 鉄筋コンクリートの防油堤が各種荷重による応力に対して安全であるこ

とを、次により検討して判定する。 

 1 防油堤の応力度を判定するのに必要な想定は、次の(1)から(5)までによるこ

と。 

 (1)  防油堤を第 3 図のように 3 つに分けて考え、イについては基礎との接合部

分○A ○A を固定端とした片持梁と考え、これに水圧、土圧等の水平成分が作用

するものとする。この場合イの重量は無視する。ロ、ハについてはそれぞれ

○B ○B 、○C ○C を固定端とする片持梁と考え、基礎上の土の重量、液重量、基礎

の重量、土圧の鉛直成分、地盤反力等を考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3 図 

 

 (2) 片持梁の断面は幅 1m の単鉄筋のスラブを考えるものとする。 

 (3) 片持梁に各種荷重による曲げモーメント及びせん断力が作用したとき、コ

ンクリートの圧縮応力σ C、せん断応力τ及び鉄筋の引張応力σ S は、以下の

ようにして算出し、それぞれが許容値以下となること。なお許容値は、別記

11･3 によること。 

  ア 設計防油堤の配筋条件である配筋間隔、鉄筋のかぶり厚さ、有効高さか

ら第 4 図のような断面図を得る。 
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b :スラブの幅(1m) 

d :有効高さ(cm) 

As:幅 1m 当りのスラブの鉄筋断面積(cm２) 

      n=Es/Ec  Es は鉄筋のヤング率，Ec はコンクリートのヤング率 

第 4 図 

 

  イ コンクリートの圧縮応力σ C、せん断応力τ及び鉄筋の引張応力σ S は次

のようになる。 

    ①･･････････　　　　　･････
kjbd

2M
σ

２C   

    ･②･･････････　　　　　　････
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M
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S
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    ･･③･･････････　　　　　　　･･･
bjd

S
τ  

   M:曲げモーメント 

p:引張鉄筋比 
bd

A
p S  

k:中立軸比    npnp2npk
２     

j:抵抗偶力のひじ長さ比  
3

k
1j    

S:せん断力 

 (4) 防油堤の断面形状は第 1･1･(2)の例によること。 

 (5) 満液時、照査荷重時、地震時の合力 Ro の作用位置 d は d≧L/3 として、地

盤反力γＡ、γＢを考える。 

 2 満液時の検討 

 (1) イの安全度 
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H
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    cosδPcosδPPS ３２１     

   配筋条件より As、p、j、k の順に算出し、前記の M、S と合わせて①、②、

③を用いてσＣ、σｓ、τを算出し、それぞれの値が許容値以下であること。

（j、k の値は通常は図表等にて求める。) 

 (2) ロの安全度 

   基礎ロ上の土の重量は無視し、第 1･2･(3)のγＡ、γＢよりγＡ′を求める。

（第 5 図参照） 
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   これにより曲げモーメントを求める。 
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    γ３:鉄筋コンクリートの単位体積当たりの 

      重量で 24.5kN/㎥ 

３４３３
AA γHLL
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´γγ
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                 第 5 図  

   以下同様であるので省略する。 

 (3) ハの安全度 

   図-5 のγＢ′を求める。 
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 3 照査荷重時の検討(許容値は満液時の 1.5 倍) 

 (1) イの安全度 

   前記 2･(1)で P１を P１′に置換して M 及び S を求める。 
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 (2) ロの安全度 

   第 1･3･(3)のγ A、γ B 及び前記 2･(2)により、γ A′、M、S を求めること 

W１  

W2 

γ A  γ A’  γ B’  γ B  

L3 L1 L2 
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ができる。 

 (3) ハの安全度 

   第 1･3･(3)のγ A、γ B 及び前記 2･(3)により、γ B′、M、S を求めること 

ができる。 

 4 地震時の検討(許容値は満液時の 1.5 倍) 

 (1) イの安全度 

   第 1･4･(1)から(4)までにより M を算出する。 
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 (2) ロの安全度 

   第 1･4･(6)の結果から、γ A、γ B がわかるので、前記 2･(2)の例により、 

γ A′、M、S を算出する。 

 (3) ハの安全度 

   第 1･4･(6)の結果からγ A、γ B がわかるので、前記 2･(3)の例により、γ B′、 

M、S を算出する。 

 


